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研究成果の概要（和文）：改革開放後の急成長による中国経済の構造変化、リーマン・ショック後の金融危機、東日本
大震災やタイの大洪水など大規模自然災害、加えて領土や戦後秩序の再編を迫る地政学的リスクにより、中国に集積し
た日系企業の生産拠点の「配置」と「調整」が求められることになった。この変化が東アジア経済にもたらすインパク
トを探るため、日本・中国・アセアンにおける日系企業の生産拠点の「配置」と「調整」について、その実態を把握す
るとともに、イノベーション創出に向けた日系企業のアジアにおける戦略やバリューチェーンの変化、及びこの変化に
対応した日本・中国・アセアンの経済発展に貢献しえる政策対応などを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：It has required "Configuration" and "Coordination" of the Japanese Corporations' P
roduction Facilities accumulated in Mainland China due to the Structural Change of Chinese Economy with th
e sky-rocketed economic growth brought by the Reform and Open-door Policies, huge disasters of East-Japan 
Earth-quake, Big Flood in Thailand, and geopolitical risks of territorial disputes and claiming the reorga
nization of the Order shaped after the World War Second. In order to clarify the impacts of these "Configu
ration" and "Coordination" on the East Asian Economic Growth in the future, we have tried the New Global M
anagement Structures and Value Chains of the Japanese Corporations located in Asian countries, and the New
 Economic Policies contributing to the Sustainable Economic Growth in Japan, Mainland China and ASEAN coun
tries based on the accurate grasp of the actual conditions of "Configuration" and "Coordination" implement
ed by the Japanese Corporations. 
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１．研究開始当初の背景 
 改革開放後の急成長による中国経済の構
造変化とリーマン・ショック後の金融危機が
もたらしたグローバル経済の構造変化によ
り、中国に集積した日系企業の生産拠点の
「配置」と「調整」が生じていた。この「配
置」と「調整」が東アジア経済にもたらすイ
ンパクトを探るため、中国・アセアンにおけ
る日系企業の生産拠点の「配置」と「調整」
ついて、その実態を把握するとともに、各国
の経済政策と今後の経済発展に寄与しえる
日系企業のグローバル戦略の新たな理論モ
デルの構築と、進出国の現状を踏まえ、日
本・中国・アセアン諸国の経済発展に貢献し
える有効な政策提言とその共有を研究目的
としていた。だが、2011 年に発生した東日本
大震災、タイの大洪水などの大規模自然災害
によるサプライチェーンの破綻、さらには領
土や戦後秩序を巡る地政学的リスクにより、
中国に進出した日系企業の生産拠点の「配
置」と「調整」だけに止まらず、日本におけ
る被災地復興を含む、新たな経済再生、中国
における日系企業の戦略変更、アセアン統一
関税や自然災害に対する対応措置など、生産
拠点のみならず、R&D 拠点やサプライチェー
ンを含む、バリューチェーン全体にわたる見
直しなど、日系企業のアジア全体における
「配置」と「調整」が課題になってきたので
ある。こうした大きな構造変化を踏まえ、本
研究プロジェクトにおいても、イノベーショ
ンの創出に重点を置き、日本におけるハイテ
ク産業形成、中国における日系企業の R&D、
生産拠点の再編・高度化、イノベーション創
出、アセアンにおける新たな R&D の可能性な
ど、対象を絞り込みつつ、グローバル・バリ
ュー・チェーンの「配置」と「調整」など、
構造的環境変化に対応した、日系企業のアジ
ア戦略を究明することに重点を置いた研究
活動を展開した。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、上記のような環境変化を
前提にして、こうした環境変化のもと、日系
企業がアジアにおける R&D、生産拠点、サプ
ライチェーンをいかに「配置」「調整」する
かについて明らかにするとともに、その「配
置」と「調整」が日本を含むアジアにおいて
どのような影響を及ぼすかについて、イノベ
ーション創出を共通課題にして、日本の地域、
中国、アセアンにおける影響を検討しつつ、
アジア経済の発展にどのような貢献をしえ
るかを究明することを目的にとした。 
 
３．研究の方法 
 日本の地域、特に東日本大震災によって大
きな被害を受けた東北における復興に向け
たイノベーション創出の取り組み、中国大連
のソフトウェア・情報サービス産業の高度化
に向けた変貌、中国の広東や深圳におけるイ
ノベーション創出に向けた取り組み、アセア

ンにおける地場企業の変貌などについて、文
献調査、現地でのヒアリング、アンケートな
どを通じて、日系企業を中心にした R&D 及び
生産拠点の「配置」と「調整」の具体的な動
向を究明し、その理論的な意味を明らかにす
る分析方法を採用した。 
 
４．研究成果 
 本研究の目的を達成するため、1）日本に
おいては、被災地における新たなファイナン
ス方式となっていた Crowdfunding の実情と
成果を明らかにすることを通じ、その可能性
と問題点を究明した。また、産学連携による
バイオベンチャー企業の成長可能性などに
ついて究明し、東北においても、優れた研究
成果を活かすことによって、世界市場でも戦
えるバイオベンチャー企業の成長可能性を
明らかにすることが出来た。2）大連におけ
るソフトウェア及び情報サービス産業につ
いて、当初は日系企業の下請けとして、特に
2000 年問題に対処するソフトウェア開発拠
点として急成長を遂げてきたが、金融危機の
なか、日系企業からの注文が激減するなか、
独自の発展を模索し、新たな発展可能性を見
せ始めた現状について、その経緯、経営戦略
の変化、業態転換、日系企業との新たな連携
などについて、その具体的な事例をもとに、
分析し、インドや中国の他地域とは異なる、
独自の発展を見せるソフトウェア及び情報
サービス産業の現状分析と発展可能性を明
らかにした。3）中国企業のイノベーション
能力の構築に関し、中国の揚子江デルタ地区、
及び広東や深圳の産業集積地における新た
な取り組みについて、事例研究を行うととも
に、その能力構築の可能性を究明するため、
中国人研究者の協力のもと、アンケート調査
を行い、具体的な取り組みを明らかにするこ
とに努めた。なお、このアンケートについて
は、中国側協力者の事情により、実施が遅れ、
本研究機関の半年の延長が認められたこと
により、実施可能になった。4）アセアンに
おける企業変貌を明らかにするためマレー
シアにおける外資企業の創業から成長に至
るプロセス、及びそれが今日のマレーシア経
済に持つ意味の解明、及びタイ企業における
ナビ開発の現状から、リバースイノベーショ
ンとして、豊田など、日系企業がその成果を
活用する事例などを明らかにすることが出
来た。 
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